
私立専修学校・各種学校教育振興補助金交付要綱 

 

 （趣旨）                                 

第１ 県は，私立の専修学校及び各種学校（以下「私立専修学校・各種学校」という。）の教育条件の維持  

及び向上並びに私立専修学校・各種学校に在学する生徒に係る修学上の経済的負担の軽減を図るととも 

に私立専修学校・各種学校の経営の健全性を高め，もって私立専修学校・各種学校の健全な発達に資す 

るため，私立の専修学校・各種学校における教育に係る経常的経費について，高等課程を設置する私立 

の専修学校又は外国人の子女の教育を目的とする私立の各種学校を設置する学校法人に対し，予算の範 

囲内において私立専修学校・各種学校教育振興補助金（以下「専各振興補助金」という。）を交付するも 

のとし，その交付等に関しては，補助金等交付規則（昭和５１年宮城県規則第３６号。以下「規則」とい

う。）に定めるもののほか，この要綱の定めるところによる。 

 

 （定義）                                

第２ この要綱において「専修学校」とは，学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１２４条に規定す  

る専修学校で，当該年度の４月１日において現に存するものをいう。               

２ この要綱において「各種学校」とは，学校教育法第１３４条に規定する各種学校で，当該年度の４月１ 

日において現に存するものをいう。           

３ この要綱において「学校法人」とは，私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第３条に規定する学  

校法人又は同法第６４条第４項に規定する法人で，当該年度の４月１日において現に存するものをいう。 

 

 （補助事業者の責務）      

第３ 専各振興補助金の交付を受けた者は，この要綱の趣旨を十分に認識し，教育条件の維持向上に努め  

るとともに，学校経営に当たっては常に長期的な配慮を行い，合理的な運営によって保護者負担の軽減 

に努めなければならない。 

 

 （補助対象経費） 

第４ 専各振興補助金の補助対象経費は，次のとおりとする。 

 （１）人件費（教員人件費及び職員人件費のうち本俸に限る。） 

 （２）教育研究経費 

 （３）設備費（教育研究用機器備品及び図書に限る。）  

 

（専各振興補助金の額）                          

第５ 専各振興補助金の額は，学校の生徒数等により知事が別に定める額に当該年度の５月１日現在の生  

徒数（以下「生徒数」という。）を乗じて得た額と１学校につき別に定める額(一定の生徒数が在籍しな 

い学校を除く。)の合計額以内とする。   

 

（専各振興補助金の減額等）                         

第６ 知事は，私立専修学校・各種学校を設置する者が次の各号のいずれかに該当するときは，第５の規  

定により算出した補助金額の全部又は一部を減額することがある。 

 （１）役員，教職員及び生徒等間において，訴訟その他の紛争があり，適正な学校運営が期しがたいと    

き。 

 （２）銀行取引停止処分を受けるなど，財政事情が極度にひっ迫しているとき。 

 （３）法令の規定若しくは法令の規定に基づく所轄庁の処分又は寄附行為に違反したとき。 

 （４）国，県及び他の地方公共団体又は日本私立学校振興・共済事業団からの補助金又は貸付金に係る条    

件等に違反し，その返還を請求されたとき。   

 （５）公租公課，日本私立学校振興・共済事業団若しくは県のあっせんに係る金融機関の借入金返済又    

は宮城県専修学校各種学校連合会退職手当資金給付事業若しくは日本私立学校振興・共済事業団の   



納付金を相当期間滞納しているとき。 

 （６）県からの専各振興補助金に係る報告又は届出について，その期限を著しく遅延したとき。 

 （７）専各振興補助金の申請書等に不実の記載をしたとき。 

 （８）前各号に掲げるもののほか，専各振興補助金の交付目的若しくは交付決定内容又はこれに付した    

条件に違反したとき。 

 

  （交付の申請） 

第７ 規則第３条第１項の規定による補助金交付申請書（以下「申請書」という。）の様式は，別記様式第  

１号によるものとし, その提出部数は１部，その提出期限は知事が別に定める日とする。 

 

第８ 規則第３条第２項の規定により申請書に添付しなければならない書類は，次のとおりとする。   

 （１）理 由 書（保護者の負担の軽減策を含め，具体的に記載すること。） 

 （２）事業計画書                             

  （３）収支予算書（学校法人会計基準（昭和４６年文部省令第１８号）による資金収支予算書を原則と        

する。）  

  （４）その他知事が定める書類 

 

 （交付の条件）  

第９ 事業計画の内容の変更又は，人件費，教育研究経費及び設備費の配分の変更をしようとするときは，     

変更後の内容について，別記様式第２号により知事の承認を受けなければならない。 

 

  （実績報告）                               

第１０ 規則第１２条第１項の規定による補助事業実績報告書（以下「報告書」という。）の様式は，別記  

様式第３号によるものとし，その提出部数は１部とする。 

  

第１１ 規則第１２条第１項の規定により報告書に添付しなければならない書類は，次のとおりとする。  

（１）実績内訳表 

 （２）支出計算書                             

 （３）１個又は１組の取得価格が１０万円以上の設備については，契約書及び領収書の写し      

  （４）その他知事が定める書類 

 

  （専各振興補助金の交付方法）                       

第１２ 専各振興補助金は，規則第１３条に規定する補助金の額の確定後に交付するものとする。ただし，  

知事が補助事業遂行上必要があると認めるときは，規則第１５条ただし書の規定により概算払により交 

付することがある。   

２ 概算払で専各振興補助金の交付を受けようとする者は，別記様式第４号による補助金概算払請求書を  

知事に提出しなければならない。 

 

（決定の取消等） 

第１３ 知事は，規則第１６条第１項の規定により，専各振興補助金の交付の決定を受けた者が第６の各  

号のいずれかに該当するときは，交付決定の全部又は一部を取り消すことがある。 

２ 前項の規定は，補助事業について交付すべき専各振興補助金の額の確定があった後においても適用す  

ることがある。 

 

 （専各振興補助金の返還） 

第１４ 知事は，専各振興補助金の交付を取り消した場合において，補助事業の当該取消しに係る部分に  

関し，既に専各振興補助金が交付されているときは，規則第１７条第１項の規定により，期限を定めて， 



その返還を命ずるものとする。 

２ 知事は，専各振興補助金の額を確定した場合において，既にその額を超える専各振興補助金が交付さ  

れているときは，期限を定めて，その返還を命ずるものとする。 

 

 （処分の制限を受ける財産）                        

第１５ 規則第２１条第２号の規定により処分の制限を受ける財産は，１個又は１組の取得価格が５０万  

円以上のものとする。 

 

  （処分の制限を受ける期間）    

第１６ 規則第２１条ただし書の規定により処分の制限を受ける期間は，減価償却資産の耐用年数等に関 

する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に相当する期間とする。  

 

   附 則                                          

１ この要綱は，昭和５７年１１月６日から施行し，昭和５７年度予算に係る補助金に適用する。    

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当該補助金にも 

適用するものとする。                                    

３ ４月２日以後に学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１３４条第２項において準用する同法第４ 

条第１項により認可を受けた我が国に居住する外国人を専ら対象とする各種学校については，第２条第 

２項の規定にかかわらず，当分の間，当該年度における専各振興補助金を交付するものとする。ただし， 

 補助金の額は，第５条第１項に基づく１学校につき別に定める額以内する。 

   附 則                                          

 この要綱は，平成５年１１月１日から施行し，この要綱による改正後の私立専修学校・各種学校教育振 

興補助金交付要綱の規定は，平成５年度予算に係る補助金から適用する。               

   附 則                                          

 この要綱は，平成９年１０月２０日から施行し，この要綱による改正後の私立専修学校・各種学校教育振

興補助金交付要綱の規定は，平成９年度予算に係る補助金から適用する。 

 附 則 

 この要綱は，平成１４年１１月１日から施行し，この要綱による改正後の私立専修学校・各種学校教育 

振興補助金交付要綱の規定は，平成１４年度予算に係る補助金から適用する。 

   附 則                                          

１ この要綱は，平成１５年７月１日から施行し，平成１５年度予算に係る補助金に適用する。    

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当該補助金にも 

適用する。             

      附 則                                          

１ この要綱は，平成１９年１２月１０日から施行し，平成１９年度予算に係る専各振興補助金に適用す 

る。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，専各振興補助金に係る予算が成立した場合に，当該専各振 

興補助金にも適用する。 

      附 則                                          

１ この要綱は，平成２１年１月２１日から施行し，平成２０年度予算に係る専各振興補助金に適用する。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，専各振興補助金に係る予算が成立した場合に，当該専各振  

興補助金にも適用する。 

     

 



附 則                                          

１ この要綱は，平成３０年４月２日から施行し，平成３０年度予算に係る専各振興補助金に適用する。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，専各振興補助金に係る予算が成立した場合に，当該専各振  

興補助金にも適用する。 

附 則 

１ この要綱は，令和５年２月３日から施行し，令和４年度予算に係る専各振興補助金に適用する。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，専各振興補助金に係る予算が成立した場合に，当該専各振  

興補助金にも適用する。 


